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段 ・作業組織,管 理機構および労働力編成のこの時期に独 自な改革 により,労
働生産性の向上と生産費の引き下げを図 った ことは,これまで詳細 に検討して.
ぎたP。
ところで,一般に物的 ・組織的改革は自動的に労働生産性の向上や生産費 の
引き下げ をもたらすのではない。 しか も珍世紀末電機工業における以上の諸改
革はまだ不徹底であ り,また客観的な 「生産の強制進行性」2)の実現までには至
らなかったので,それだけで意図された生産性の向上等をもた らす保証はなお




1)拙 稿F19世 紀 末 ドイ ツ電 機 工 業 にお け る経 営 ・労務 政 策(1)一⑩ 」r佐 賀 大 学 経 済 論 集 』 第18巻
第1・2号,第19巻 第3号,第20巻 第3,6号,第2ユ 巻 第2,3号,第22巻 第2,3,4,5号
(以上1985-1990年)所収 一 と くに(4)一⑩ 一 を 参 照 され た い 。 な お,本 稿 以 下 は,内 容 上
は 以 上 の論 文 ① 一 ⑩ の 継 続 論文 で あ るが,技 術 的 理 由 に よ り,表 題 等,若 干 の 主 と し て形 式 的 な















密化,労 働時間の伸縮管理の3つ の相互に関連し合った局面として把握 しうる。
以下この局面の総体を,労働者運動や国家の労働政策 とも関わ らしめっっ明ら
かにしたいa㌔
3)ド イ ツおけ る労働時 間 と労働能率 との関係に関 しては,以 下 に挙げ るよ うに,19世紀 末以 降の
「国民経済学」的研究 を中心 に少 なか らぬ研究 が蓄積 されてい る。 もっと も,こ れ らの研究 を本
稿に関わ る限 りで みれ ば.第 一に.そ の多 くは主に労働時 間短縮(時 短)と 労働 倉旨靴 の関係 を
抽 出的 に検討 した ものにす ぎず,そ の成 果はそれ として評価 され るべ きとはい え,労 働 時間管理
の もつ次の よ うな多面的 な内的 ・外 的関連性 を然る べ く顧慮 して こなかった点はやは り問題 とせ
ざるをえない。つ ま り労働時 間管理 に よる労働能率増進 は,時 短 のみな らず労時時間の濃密化や
労働時 間の伸縮管理 に よって も追求 され てお り,し か も後者 の三 局面 は,い わば狭義の労働能率
増進機能 に留 ま らず,労 働 力常時配置機 能を(さ らに労働 力確保 機能や福 祉機能 を)も 付与 され
た労働時 間管理総 体の,相 互 に不可分 の連 関を持つ 諸部分 をな していた こと,同 時 に,こ の労働
時 間管理 の総 体が,物 的 ・組織的改革や後述 の出来 高賃銀 制導 入の生産力的有効性 を補強 する関
連 にもあった こと,で あ る。第二 に,労 働能率増進(産 出量 「最 適限」の追求)の た めの労働時
間管理 の展 開は,労 働 力 の順 当な再生産 の立場 か らの労働 者運動の動 向や国家 の労働時 間政策に
よ りどの程 度制約 された かとい うい まひ とつの問題 も分析 されねば ならない が,以 上 の 諸 研 究
は,労 働 能率問題に視野 を限定す る ことに より,こ の側 面への 目配 りに も乏 しか ワた。 要 す る
に,当 該の諸研究は,い わば能率合理 主義的見地の ゆえに,労 働時 間問題 を資本蓄積 な らび に労




19世紀末 ドイ ツ電機工業 にお ける労働 能率増 進策(1) (267)3
1,労働時間 の短縮
労 働 能 率 増 進 策 と し て み た19世 紀 末S&H社 労 働 時 間 管 理 の 第 一 の 柱 は,労
働 時 間 の 短 縮 で あ っ た4)。 同 社 が 積 極 的 に 実 施 し た 労 働 時 間 短 縮 の 形 態 は,所
定 労 働 時 間 の 短 縮 と 休 日 ・年 次 有 給 休 暇 の 増 加 で あ っ た が,こ こ で は 時 間 短 縮






.4rう疏5g瞬,Leipzig1909(時短 問 題 を主 と し っっ も,労 働 時 間 管理 の 各 局 面 や これ と技 術 的 ・
組 織 的 条 件 ・賃 銀 形 態 との 関連 に も触 れ た 例 外 的 研 究 で あ る。 た だ し労働 者 運 動 と労 働 時 間管 理
との 関 連 に ほ,い わ ば 消 極 的抵 抗 一 組 織 的 怠 業 一 の問 題 を 除 け ば.立 ち入 って い な い。 邦 訳




ZurMethodologiedesArbeitszeitproblems,Jeaa1926(以上 を 検討 した 藤 林 敬 三r労 働 者 政 策
と労 働 科 学 』1941年,有 斐 閣,227-228ペー ジ を も参 照)。 最 近 の 労 働 時 間 に 関す る 以下 の 研究 も.














dustrie1880一正929,Berlin/NewYorkユ986.なお,労 働 者 運 動 側 の 労 働 時 間 へ の 取 り組 み につ
い て い ま詳 論 す る 余 裕 は な い が,概 ね これ らは 一 や は り時 短 に 関 心 が 偏 って い る とい う問 題 の
ほ か 一 問 題 を基 本 的 に 「生 活 の質 」 の 改 善=労 働 力再 生 産 や 失 業 克 服 自由時 間創 出,組 合
の 組 織 率 上 昇 と絡 め て お り,労 働 能 率 問 題 との 関連 づ け は む し ろ 手 薄 で あ った 。 さ し あた り,
Schneider,α.α.α,S.87;GunterScha【f,Gθ5σ配c玩θゴ8rArう碗 ∫gβ伽 θr勧r別 ηg,K61n1987
を参 照 。
4)ま こ とに 「労働 時 間 短 縮 の 歴 史 は労 働 の生 産性 の 上 昇 の 歴 史 」(大 河 内 一 男 「「時 間短 縮 」
問 題 の 考 え方 」 日本 労 働 筋 金 編 『時 間短 縮 』 日本 労 働 協 会,1960年 所 収,6ペ ー ジ)で も あ っ
た 。
4(268)第 王46巻第3・4号
時間の短 縮 に焦点 を絞 りたい5)。やや先 回 りすれば,S&H社 の所定 目労働時
間 の短縮は,広 い意 味で,1900/01年におけ るツ ァイス工場 エル ン ス ト・ア ヅ
ベ の労働時 間 「最適 限」 の提示6)の実質 的な先駆 けで もあったか らである。
i.S&H社 を含む電機企業 で.は,「所定 労働時間regelmaBigebzw.regu-
1areArbeitszeiUと「標 準労働時間Normalarbeitszeit」と4t同義 に用 い られ
ていた。 この点 の理 論的問題性は後述す る として,S&H社 労働 者の一 日の所
定労働 時間一 以下,異 なる用語 の引用 を除 き これ に表現 を統一一 は,1847
年 の創 業か らしば ら く,つ ま り19世紀半ば は11～12時間であ った7〕。 一方,典
型 的な万能 職場 作業組織 ・職長経済段階 の当時,各 労働 者の作業上の 自律性は
高 くその相互連関性 は低か ったた め,労 働 時間の濃 密化 による能率増進の可能
性 は限 られてい た。 それ ゆえ11～12時間の所定 労働 時間は,当 時のS&H社 が
所 定労 働時間の絶対的延長策 を基本 とする能率増進 を図 っていた現われ とみて
よい。 しか も 「当初朝6時 始業,1858年か ら7時 始業で19時終業,昼 休み1時
間」 とい う同社 「標準労働時 間」8)は,当時 慢性 的に不足 していた熟練労働 力の
確 保のため,会 社が通勤 時間や生 活時間構 造か らみた労働力 の再生産 への配慮
を余儀 な くされ たこ とか らみて,更 な る持続的延長が不可能 なほぼ最大限 の労
働時間 であ った と考 え られ る。つ ま り,所 定労働時 間の絶対 的延長 に よる労働
5)所 定労働 時間 の短縮 と,い まひ とつの労働 時間短縮形態 として の残業規制 とは毎 日の労働能率
の維持 ・増 進に必要な休養時 間と しての,非 拘束時間の公式的増加 と,拘束時 間中の最低 必要な
疲 労回復過程 としての休憩 時間の増加 を含み,休 日 ・年次休暇 は週 および年 間の順当な労働力の
再生 産に必要 な休養時間 の増加 を意味 す る。 大河 内前掲論文,9～12,22ページ,氏 原正治郎
r日本労働 問題研究』東京 大学出版会,1966年134ペー ジ.山 本 潔r日 本の賃金 ・労働 時間』
同,1982年,206ページ。ただ しS&H社 におけ る残業規制 は経営政策 ではな く,同 社の伸縮的
労働時間管理 に対 する労働 組合の抵抗 の形で展開 され た。
6)ア ッペ は8時 間労働 日への労働 時間短縮 による労働能率増進 を実験的に確か めて.産 出量 から
みた労働 時間 「最 適限」論 を定式化 してお り(Abbe,α,α.α.S.233),しか もこの問題 は 「国







能 率増進策 は,以 上 の水準 を超 ええない限界 に達 してい たのであ る。
ii.1870年代初頭 に同社 労働 者 の所 定労働時 間は1日10時 間(土 曜 日8時 間
半),週58時間半(6日)に 短縮 され,73年 には1日9時 間,週54時 間に短縮
され た9)。3年とい う短期 間に1日2時 間 もの短縮が なされた ことは.当 時が
所定労働 時間の絶対 的延 長一 この場合は最大 限労働時 間の維持 一 か らその
短縮 に基 づ く能率確 保 ・増進策へ の労働時 間管 理の転換 期で あった こ とを明示
す るもので あるω)。
この転 換 は主 に次 の理 由に よる。1871/72年のアメ リカ式 事門工作機械 の導
入やそれ に伴 う工場 内分業 の進展(と くに専 門工作機械 を集めた 「アメ リカ室」
の分化),お よび これ らが 「殆 ど必然的 に招 いた」 出来高賃銀制 の導 入開始が,
一 方で は労働生産性 と作業 の緊張 度 ・作業 速度 を上 昇 させた に も拘 らず,他 方
で はそれゆ えに一 社主 の同族 ゲナル ク ・ジーメンス も認 めたよ うに一 「内
的 本質 から して も疲労増 大を伴い」,「果て しない半端仕事 の果 て しない繰 り返
し」化や 「単調 作業」化 傾向の出現 と も相俟 って,「 時計 を見る頻度 がい っそ
う高 ま り,工 場 内に留ま ることが ・・… きわ めて重圧的 な強制 と感 じられ ること
が ます ます 多 くなって きた」mこ とによ り,か えって能率 の低下 や 作業の麗乱
を結果 せ しめた。 こ うしたなかで 旧来 の 「標準労働 時間」(最大限労働 時間)を
維持す ることは,も はや経営的 にマイナスであ った。それは,従 来水準で の労
働 力の順当 な再 生産 を不 可能 なら しめ,こ れ に よ り労働 能率 を低 下 させ る過長
労働 時間 となったか らで ある。他方,当 時 こう した兆候 を主 に示 した基幹労働




10)こ の 転 換 は,ド イ ツ全 体 の19世紀 中 葉 に お け る労 働 時 間 の延 長 一 頂 点 は1850～60年代 一 か
ら60年代 末 ・70年代初 顔 に お け る そ の 短 縮 へ の転 換 と も対 応 し て 、・る(Schrader,aa.0.,S.
261f.,288f.)。Poh】,α.α.0.,S9はこの 転 換 を1860年以降 とみ る が,・ これ は や や 早 す ぎ る。




的 条件 も未 整備であ らた こ とは,す で に明 らか に した と.おりであ る。 この状況
での所 定労 働時間の短縮 は,「 出来高労働 に対す る等価 の代償」 との ゲオル ク
の説明が示 唆す るよ うに12),事実上,機 械化 ・工場 内分 業の進展 に よる労働生
産 性上 昇 と労働 強化一 作業速度 の上昇,集 中 力 と注意 力の増大,新 た な作業
規 律 ・リズ ムの成 立一 の新 段階 に適合 し,か っ これ らが もた らす高め られた
生 産能 率の維持 ・増進 を労働者の疲労 時間 の削減 と工場 外の疲労 回復時間 の増
大,お よび それ による作業意欲 の喚起 または維 持に よって図 る,(19世紀末 に
普及す る)新 た な資本家 的労働時 間 「最適 限」 の模 索の端緒 に他 ならなか った。
ところで,こ の労働時 間 「最適 限」 の問題は、 ドイツでは60年代末以降素朴
なが ら意識 され始 めたla)。S&H社の上記 の所定労働時 間の短縮 も,部 分的 に
は そ うした先駆的 「最適 限」意識 に規定 された可能 性は否定 できない。だ が,
60年代末 を端緒 として80年代初頭 までに労 働時間短 縮の労働 能率上昇効果へ の
諸 外国 の事例が多数知 られ るよ うにな った とはい え,こ れが大 き く取 り上げ ら
れ たのは1890年代以降であ った ことか ら判断 して14),70年代初頭S&H社 の所
定労働 時間 の短縮 は,そ れ 自体独 自的かつ先駆的 な労働 時間 「最適 限」 の試 み
で あった ともい え よう。
他方,こ の19世紀 末の最初 の政 策転 換は,70年代初頭 に欧州規模 で頻発 し,
独笑の ジーメ ンス社 に も波及 した労働 者運 動 ・労働争議へ の対応策=譲 歩 で も
あ った 。す なわ ち72年に イギ リスの ジーメンス ・ブラザーズ社 で厳 しい争議が
発生 し,ベ ル リンで も 「すで に1872年に社 会主義的扇動 が 目につ き,精 力的に
労働時 間短縮 の要求が なされた。 ……これ に関す る労働者集会 が とあ る酒場 で






ン機 械 工 業 に お け る 同 様 の 状 況 に つ い て はWolfgangRenzsch,HandwerkerandLohnarbeiter
inde,frukenIndustriali∫ゴ2rz♂ηg,G6ttingen1990,S.171.
19世紀末 ドイツ電機 工栄におけ る労働能率増進策(1>(271)7
ジ ー メ ン ス ・ブ ラ ザ ー ズ 社 支 配 人 レ フ ラ ー に よれ ば.ス ト ラ イ キ は9時 間 労
働 日の承認 によ ってのみ抑 え ることがで きた とい うゆ。 ペル リiS&耳 栓 で
の一 日9時 間,週54時 間への 「標準 労働 時間」の短縮 も,単 に生産 力的 な労働
時間 「最適限」 の模索 であ っただけで な く,こ うした労働者運動 の勢 いか らし
て既 存の長時間労 働 を維持 した ままでは能率増進 はおろか,円 滑 な操業 も覚束:
な くな るとの社主 の判断 に もよった とみてよい17)。この意 味で以上 の運動は,
70年代初頭 のS&H社 労働 時間管理 にお ける 段階画期的転換 の い ま ひ とつ の
基本的契機 をな した。 もっとも,時 短要 求 を重要項 目と した この労働者運動 自
体,一 面 では60年代 までの ドイ ツでの長時間労働 による資本蓄積が広 く解 き放
った ものであ り,同 時に他面では,S&H社 寺先 進企 業 におけ る,旧 来の長 労
働 時間 を維持 したま までの,新 た な物的生産 力水準 での資本蓄積 方式 の登場 に
よ りさ らに急迫的エ ネル ギーを与 えられ た ものであ った。 こ うした資本蓄積方
式 とその転換 こそが,労 働者 のなかに上記 のいわば消極 的反応 に留 ま らず,よ
り積極的 な抵抗 のエネルギー を生 み出 させた深奥の要因 をな した のであるIb)。
さて,1873年導 入の9時 間労働 日は,同 年以降 の不況 による 「短縮労働」 の局
面 を除 き82年まで維 持 されたが,の ち延 長 を含 めて変更 され,85年には9時 間
半 の労働 日に逆 戻 りした19,。80年代半 ばには全体 として9時 間 と9時 間半 とが
、7)G.Si。皿,ns,a.a.O.,S.78.Vgl.H・一 ・P・h・n,.Art・A・b・itszeit,in・.H・伽 「`ε加 ん
dθ「50琴ぬZωf558π距ゐ{げ護βπ.Bd.1,ユ956,S.410.
18)このことは,先端専門工作機械を備えた 「アメリカ室」や出来高賃銀制に対する手工的熟練工
層の反発の事実から雛 捌しうるし,またゲオ・レクの認めた 「時計観 る搬 」の高まりや 「き
わめて重圧的な強制」感による能率低下や作…糧毘乱は,一面ではこれらの熟練工層の主体的反応
の現われでもあったと見ることができる。自らも労働者運動に重大な関心を払いつつ,先の社主
の 行 動 を報 告 し た の が,「 ア メ リカ室 」 担 当 の職 長 メル ツで あ った こ とは,こ の 関連 か ら し て示
唆 的 で あ る 。
19)D。.,、chm。叫 ・.・.0..S.142,147f.Werkstatts.0・伽 ・9(WO)五4・ 乃Z・9・@ゐ・"'
Bau-AnsealtvonS&H,15.2.1875,SAA32/Li612は,「労働 時 間は 追 っ て沙 汰 が あ る まで
8時 間 半 」 と定 め てい るが,こ れ は不 況下 の 「追 ワて 沙 汰 が あ る ま で」 の一 時 的 操 業 短 縮 と み ら
れ る。85年 ま で の 展 開 に つ い て は,Instτukしio皿furdenPortier,28.4.1883,in=Arbeitszeiten





後者の優位の うちに工場 ・部門別に混在 していた とみられ る。 この部分的な逆








一方,1873年か ら80年代半までのS&H社 職員の勤務時間はより短か く,当
初は標準化 もされていなかった。1880年に初めて 「標準」勤務時間が設定され
たが,労 働者の場合よ り著 しく短い7時 間半にすぎなかったE1)。84年には事務
部門の一部,つ ま り商事事務 ・技術諸課および実験室,写 真撮影室において7
時間労働制(9時 から16時まで)す ら導入されている22)。この優遇措置は,基
本的には,多 能的で自律性の高い当時の職員の勤務上の成績が,勤 務時間の長
短 に直接左右され るよりむ しろ各人の創意や意欲 にばるかに依存してお り,そ
れらの発揮を確保するには,勤 務時間の短縮 により職員を動機づける方が勤務
時間の延長による拘束 より有効であったこと,職員の人数が相対的に少なく,
20)な お,Deutschmanh,σ.α.(λ,S.83は,1870年代 のS&H社 の指 物 工,木 型 工 が精 霊 降 臨 祭
の 火 曜 口に は原 則 的 に.「ズ ル休 みb【au」 した た め,同 社 が こ の 日を稼 働 休 日 とす る こ と を余 儀
な く され た こ と に触 れ て い る。 た だ し これ は 宗 教 的 祝 祭 日 の現 象 で あ って一 宗 教 的 祝 祭 日に は
そ の 後 も同 様 の対 応 が な され て い る 一,そ れ とは 別 に,「 無 断 欠 勤 」 の伝 統 的形 態 を なす い わ
ゆ る 「青 い 月 曜 日」 的 行 動 様 式 がS&H社 に お い て 日常 的 ・規 則 的 に見 られ た か ど うか は 確 認 し
え ない 。 また,同 社 に お い て 導 入 され た 土 曜 早 期 終 業 制(本 稿 注25参照)が 「青 い 月 曜 日」 へ
の 一 対 策 で あ った か ど うか につ い て も,当 面 ぽ 不 明 で あ る 。 と.もあれ,こ の 問 題 は,「 般 的 に
は 世 紀 交 替 期 以 降 著 減 した と され るが(ebd.,S.197f.).S&H社で も19世 紀 末 に は,少 な く と







短 い勤 務時間で も大 きな人件費負担 とはな らなか った こと,に よると考 え られ
る。
iii.S&H社では1880年代末90年代初頭以降,機 種 別職場 作業組織への 作業
機 構 の改革 に基づ き,改 革が最 も進ん だ機械加工部 門等 の基 幹部 門 を皮切 りに
改 め一(所定労働 時間の短縮 が進 め られた。 まず1890年5月上 旬 に強電 シャル ロ
ッテ ンブル ク工場 の基 幹 「機械 工部 門」 と閉塞信号機課 の労働 日が8時 間半 に
短縮 されたas)。同年 の他部 門 は8時 間45分であ った が24>,翌91年には弱電 のベ
ル リン工場がや は り8時 間半 に短縮 され25),93年初 頭 には早 くも8時 間労働制
が シ ャル ・ッテ ンブル ク工場 の全 作業場 に導入 されてい る2e)。90年代初頭 に集
中的 に進 め られ た,こ の8時 間労働 日に至 るS&H社 の1時 間 ない し30分とい
う時間短縮 幅は,70年代初頭 に比 べて絶対 的 には少 ないが,生 産過程 の新た な
質 的飛 躍に対応 した,そ れ 自体一70年 代初頭 につ ぐ一 飛躍的 な時短水準 を
な した とい って よい。
この よ うなS&H社 の労働 時間短縮 に関 し,同 社二 代 目史料 館長 ブルヘネは
次 のよ うにい う。 五9世紀末 ドイツにお ける8時 間労働 日の実験 の殆 どは企 業家
の労働者福祉策 にす ぎず,初 代社主 ヴェルナ ーの時代 には,時 短 は当然 作業給
付 の減少 を伴 うとされ ていた。 だが ヴェルナ ーは時短 による雇用増 で失業 を克
服す る との当時優勢 なイギ リス労働組合の思想 を意味転換 させ,時 短に よる雇
用増 を労働 力の企 業内予 備の創出 とい う目的 に振 り向けた。 「労働者 は,景 気
23)こ の 「機 械 工 部 門 」 は,以 上 の改 革 とそ れ に 伴 う機 構 的 な労 働 能率 増 が最 も進 ん だ 機 械 加 工 部
門 を指 す とみ られ る 。SchreibendesCharl.珊々5.vom6.5.1890,SAA32/Lo591;Vfgg.
vom19.5.ユ89D.in=!1rゐε魔52ε泥θπ,..,SAA14/Lr516.
24)5&HanHerrenBa∬ θ&Selve,AltenainWestfalenvom29.4.1980,SAA14/L皿735.
25)Kock.,α.α,0.,S.102.20銑344{L週所 定 労 働 時 間 は,9工 年 に 同社 作 業 場 で 土 曜 日5時 終
業 とされ て50時間 とな り,週 賃 銀 の削 減 は な さ れ な か った 。Vfgg.vom16.1(9).1891,in=
君7酬`5呂ε漉 π...,SAA14/Lr516;Burhcnne,a.α.o.,s.39f.コッ カ は.91年 にペ ル リ ソ工
場 で初 め て労 働 者 委 員 会 の推 進 と採 決 に よ り1ユ時 半 ～12時 の有 給 昼 休 み を 含 む,7時 ～16時 の
シ ャル ロ ッテ ン ブ ル ク工 場 の 機 械 工 作業 場 が これ8時間半 連続 労 働 時 間 制(後述)が採 用.され,
に 続 き,週 労 働 時 間 は5ユ時 間 と な っ た とす る が,先 行 した 工 場 や 週 労 働 時 間 の 点 で事 実 誤 認 が あ
る 。
26)Arbeitsordnung(AO)五ゴ.α α7'.1礫.,g腐爾gα わ ユ.ユ.1893.SAA32/Lo612.
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が突如超過労働 を要請 す る時期 に対応 しうるよ う,平 常 時に労働 力を フル充 用
す べ きではない。企 業家 は,生 産増大の機 会があれば これ を同 じ機械設備,同
じ従業労働者層 に よ り直 ちに十分利 用で きる。経営 の適応 力 と継続性 はそれに
よ り高 め られ,労 働市場 の阻害的変動 が回避 され,ま たは少 な くとも弱め られ
うる。 被用 者の利益は同時 に企業家 の利益」,と い うのが ヴェルナーの発想 で
あ.つた27)。
だが,第 一 に,ヴ ェルナー ない しS&H社 が,い わば労働力備蓄 のために 「平
常 時に労働 力 をフル充 用」 せず,時 短 とと もに労働者 を追加雇用 し,景 気後 退
期 に も採 算度外視 の余剰 人員確保 を行 うほ どの労使 共栄策 を取 った と想定 す る
には無理 があ る。 時短 に伴 い雇 用増 がな されたか ど うかは不 明であるが,少 な
くとも以上 の想定 は,73～75/76年頃の不況 期 にS&H社 従業 員数 が一貫 して減
少 してい ることや.1892年に同社が300人の労働者 を大量解雇 した事 実を説 明 .
し え な い28)。ヴ ェ ル ナ ー が 抱 い た と す る 上 記 の 発 想 も,景 気 の 動 向 に よ っ て は
後 景 に 退 く は か な か っ た の で あ る 。
第 二 に,確 か に 時 短 は 他 の 条 件 が 不 変 な ら労 働 生 産 性 の 低 下 と単 位 労 働 時 間
当 り労 務 費 の 上 昇 を も た ら し,ま た は 一 定 量 の 生 産 に 必 要 な 労 働 者 数 の 増 加 に
結 び つ く。 だ がS&H社 の こ の た び の 時 短 は,70年 代 初 頭 の 場 合 と同 様 に,な
に よ り も80年代 末 か ら の 機 種 別 職 場 作 業 組 織 ・上 級 職 長 制 度 へ の 改 革 に 伴 う労
働 強 度 の 増 大 を 先 行 条 件 と し て い た 。 そ れ ゆ え 時 短 の 最 も基 本 的 な意 図 は,や
は り改 革 に よ る 作 業 の 速 度 や 密 度 の 上 昇 が もた らす 労 働 者 の 新 た な水 準 で の 疲
労 蓄 積 ・能 率 低 下 へ の 対 応,こ れ に よ る最 適 産 出 量 の 確 保 に あ っ た と 見 る べ き
で あ る2%関 連 し て ブ ル ヘ ネ は,ア ッ ペ の(1900/01年の)試 み に よ り初 め て
27)Burhenne.α.α.O_S-41f.
28)拙稿 「ドイ ツ電機工業 におけ る労資 関係 の形成 と変容」r佐 賀大学経済論集』第13巻第2号,
1980集ユ05ページ;ErZθうπ`55θ4θ∫0う07ごπ8.α30ん四θππ夢σ々θ:Aπ㎜θ7乏㍑π8τoπE36ゐωθπ.
函` θ々,SAA12/Lh583,S.4.それ ゆえ,「 従 業員へのヴ ニルナーの特別 の責任感 は とくに不 況
時に示 され る。 ユ870/7ユ年戦争後 の殆 ど注文が途絶 えた一時期,か れは解雇 を避 けるため在庫 生
産 に より働かせた」 とのBurhe皿ロe,α.α.0,S.13f.の指摘 も,そ れ 自体 は 仮に 事実 として
も,こ の問題に関す るS&H社 の雇用政策の基本傾 向を担 えた もの とはいい難い。
29)しか もこの所 定労働時間 の短縮 は,後 述 の よう1こ労働 時間 の濃密化 と短縮労働下 の労働強化/
19世紀末ドイツ電機工業における労働能率増進策(1)(275)11
8時間労働 日に 「生産的基礎」 が与 えられ た とす る3ω。が,す でにみた よ っに
80年代初頭 までには時短 の労働能 率上 昇効果 につ いて外国 の多数 の事例 が知 ら
れ,遅 くも90年代 には この経験が大 きく広 ま っていた。 しか も当時は ヴェをナ
ー自身 も 「労働時 間の短縮 によ り能 率Leisにungsfahigkeitカミ増進す る」 との
一 おそ らく70年代初頭以 降の先駆 的な時短 の経 験の蓄積 によ り固 まったとみ
られ る一 明確 な認識 に到達 していたのであ る31)。したが って,S&H社 にお
ける8時 間へ の所定労 働時 間の短縮 も,そ うした 「生産的基礎」 につい.ての経
験や認識 に基 いて実施 されたのであ って,そ の限 りにおいてS&H社 の ツナイ
ス工場 に対す る先 駆性 は指 摘 されて よい。
これ とともに第三に,S&H社 の時短策 には,企 業規模 拡大 に伴 う従 業労働
者数 の増 大 と,ベ ル リン市外 シ ャル ロッテソ ブル クー 都 心か ら約IOkm。 の
ちの,近 辺 に労働者住 宅等 の都 市 インフラス トラ クチ ュアが未発達 のS&H社
諸工場集中地 ノンネンダムは同 じく約15km一 におけ る工場 新設,お よびベ
ル リンや その近郊 における環状 鉄道線(の ち には近 ・中距離郊外電 車)や 運 河
交通 等の整備 に伴 う通 勤距 離の拡大 とを背景 とした労働市場 の拡大傾 向82)のな
かで要請 され つつあ った,労 働 力の定時確保 の機能 も一部与 え られ た とみ られ
る。 それ は,90年1月 以降 シ ャル ロヅテ ンブル ク工場 において,大 多数 の労 働
者の住居が工 場か ら非常 に遠距 離である実態 を考慮 して・ 始業 時間が朝6時45
分か ら7時 に変更 され た ことに も現 われ てい る88)。
しか しまた,こ こで も労働者運動 の影 響 を無視 しえない。1890年の社会主義




謝3鵠 。1器機 、a.a.O.,S.41f.e/WolfgangScha、h,,。一,　 。姻i・ ・98・ .　 ,・5・
33)BekanntmachungderFa.3&H・・解20・12・1889,SAA14/L皿735・
34)1889年設 立 の パ リ第 二 イ ン 歩一 が,8時 間 労 働 日 の獲 得 を闘 争 目標 と して 宣 言 し,90年5月1
日 に万 国 で闘 争 が な され る運 び とな った こ とか ら,5月1日(1848年 の イ ギ リス10時間 条 例 施 行
畔 あ た る)は 「労 働 の 日」 と して誕 生 した 。G・ ・田 ・・t・h,KampfandStreitumArbeits-
z飢.Frankfu【to皿Main1984,3.23.Vgl.Buτheme,α.α,α,S.39;Abbe,a.a.0..8.242.
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月1日 前後 に大規模 な労 働攻 勢が見 られたの であ り,し か もそ こでは8時 間労
働 日の導入 が重要 な要求項 目に掲 げ られ ていた。労働休止 を含む争議 はベル リ
ン工業 全体 をも覆い,AEGと ともにS&H社 もその渦 中にあ った05)。90年メ
ーデー直前 の4月 下 旬に.おけ る次 の書 信は同社 が このメーデーに関連 して 「部
外者 に惹 き起 こされ た当社労 働者 の集会」96)にいかに 神経 を 尖 らせていたかを
あ りあ りと窺わ せ る。 「当社 労働 者は,メ ーデ ーを祝 ってよいか を当社 に全 く
依頼 してお らず,ま たそ うして も当社 は拒 否す るで し ょう。 しか し労働者 問題
を なるべ くほこ りをたてず に処理 す ることは最 も肝 要です。 なぜ な ら扇動者 に
もここがつ けめだか らです。 そ こで当社 は作業 場規 則 によ り配下 の労働者 に一
日の休暇 を与 える権i限を持う職長 に,5月1日 にた とえやや多数 の(通 常 は普
通 の従 業者 であ る)労 働者が休暇 を願 い出て も,稼 働の続行 に支障 をきたす見
込 みが なけれぼ,こ れ を大 目にみ るよ う指示 しました」a7)。これは通常 な ら行
われない労働者 への譲歩 であ って,明 らか に労働者 運動 は同社の労働 時間管理
を制約 してい る。 この譲歩が19世紀末 の第二 め大 幅な労 働時間短 縮策 を も規定
した とみ るのは一 この書信やそ のさ らな る内容(後 述)か らして も一 決 し
て無理 では ない。、しか しこれ らの労働者運動,と くに90年代 初頭 のそれは,70
年 代初頭 と共通 して,80年代半ぼ以降 の強電技術 の革新 に伴 う物 的 ・組織 的改
革 を背 景 としていた こと,換 言すれば,そ れはやは りS&H社 の資本 蓄積 条件
の変化 に基 づ く所定 労働 時間の変 化へ の賃労働側 の反発 で もあ った こと,こ れ
も留意 され ねば な らない。
国家 の労働時 間政 策に関 しては,1869年北 ドイツ連邦 営業条例 ない し1878年
帝 国営業条例改 正の段階 までは,12才未満 の児童 の従業禁止,若 年労働者 の場
合12才以上14才未満 で最 長労 働 日6時 間,14才以上一16才未満 で同 じく10時間
というよ うに,児 童 ・若年労働者 のみが保 護の対象 とされた にす ぎない88)。こ












間.土 曜や祝 日前 日は10時間(労働時間は5!30から20:30分の間.土曜や祝 日
前 日は17:30まで)と規定 し.雇主に対 して若年労働者や女子労働者の採用前
に.かれ らの労働平 日,労働 日の開始 ・終了時刻,休 憩時間,作業形態等の地
域警察官庁への告知義務を負わせた(§137-138)(1892年施行)89)。③さらに成
年男子労働者の最長労働時間は(1918年に至 るまで)直接 には未規定とはいえ,












しか も両 条 例 の 規 定 の 間 に は,基§135-136,in:Reichs-Gθ鋭2う」観(以 下RGと 略 す),1818.
本 的 性 格 の 変 化 は認 め られ な い。




限界 があ った とはいえ(§138a-139a)4【),適用除外規定 に該 当 しない通常 の大
規模工場 を抱えた同社 では,と くに女子労働者が主力 をなす 白熱 電球工場 を中
心 に して,や は り立法 におけ る女子 の労働 時間規 制が工場全体 の時間 の上限 を
規定す る状況 が現 われ た とみて よい(や やの ちの1899年につ いて,後 掲表1の
白熱電球工場の11時間労働 口規定 をみ よ)。以上 の意味 で同改正 は,改 正 に至
る過程や改正条例 自体 の もつ様. の々 限 界 に も拘 らず,90年代 初頭 のS&H社 の
時短 を一 少 な くとも一部 または間接 的に一 規 定 したい まひとつ の要因 とし
ての政策効果は持 っていた と考 え られ る鋤。
他方,同 社職員 の場合,1893年「当時の労働 時間は まだ社員 には極 めて好都
合 であ り,9時 か ら午後4時 までで昼休み30分のため6時 間半 で」 あ って 「作
業 テンポ もご く悠長 で,残 業 は殆 ど未知 の概 念であ った」 とい う43)。この6時
間半制がいつ,ど の範 囲で導 入され たかは不 明であ るが,と もあれ 同年5月1
日(メーデ ー)以後 は,84年に一部 の事 務部 門に導入 されていた7時 間労働制 が
各事務部門 に拡延 してい った44)。この ように,相 対的に短い職員の労働時間制
が継続 しまた拡延 した基本 的理 由は,職 員の勤務条件が,一 定 の変化 に も拘 ら
ず万能職場作業組織段階 のそれ となおほぼ共通 していた ことによ ると見 られ る。
iv.1895年以降つ ま り品種別職場 作業組織 への移行期 には,8時 間 を下 回 る
労働者 の所定労働時 間制 は尊 人され てお らず,こ の意味 での大 き く鮮 明な切れ
目はみ られ ない。 む しろ,93年の シャル μ ッテ ンゾル ク工場の よ うな8時 間労
働 日の全面導入 は修正 され,1895年以降は同工場 「機械工部門」お よび同女 子
41)同 条 例 で 規制 対 象 と され た 「工 場 」 は 蒸 気 力 を規 則 的 に用 い た経 営 の み を さ し,1900年か ら は
ガ ス ・電 気 力 を 用 い た 経 営 も含 め た が,そ れ 以 外,と くに小 規模 経 営 は 適 用 を除 外 され た た め,
規 制 に該 当 す る女 子 労 働 者 は30万人 で 女 子 総 営 業 就 業 者 の約30%に す ぎ なか った と い う。E砿}
Gesetz,beta.Ab試皿derungderGO.Vom189ユ.
42)こ の改 正 条例 の成 立 過 程 とそ れ を め ぐる諸 利 害 の対 抗 ・交 錯,改 正法 の限 界 等 は 本 稿 の直 接 の
対 象 で は な く,こ こで は 基 本 的 に改 正 条 例 がS&H社 労 働 時 間 管 理 に 及 ぼ した 政 策 効 果 の み を 検
討 す る に と どめ て い る。 前 者 につ い て は,さ しあ た り カー ル ・エ ー リヒ ・ボル ン 『ビス マ ル ク後
















































































注=1)シ は シ ャ ル ロ ッテ ソ ブル ク。
2)*印 は連 続 労働 時 間 制 。'エ900年以 降 の ケ ー ブ ル工 場 男女 労 働 者 の 場 合 は 昼 休 み45分の い
わ ば準 連 続 労働 時 間制 。 同 工 場 女 子 労 働 者 の 場合,土 曜 日ま た は 祝 祭 日の 前 日は い ず れ に
せ よ8%時 間 。hLt最 低 時 間p
(出所)AOf.4.Clahlampen-Werk,1899,SAA32/Li382;AOf.d.Charl・磁 ・30・1・
1900,32/Li382(1904年一 部 改 正 で も所 定 労働 時 間 の変 更 な し);Dynamowk.anCentral・
Abt.vom10.エ2.1900,14/Lg620;ム勧θππo語琴"gη4.ユ2.1900,'gez.Zi皿皿er,14/Lg
620;A(1f.d.Kαウ幽 々.,1.6.1901.32〆L江382;AO五`Aう`≠E∫5θ伽 伽 伽 ・rw・9・`
顎び85飢,20.4.1909,32/Li382(1905年一 部 改 正 で も所 定 労 働 時 間 の 変更 な し);AO弄 謡




労働者 に これが残 された に留 まる。同工場 の他作業場 では1890年の8時 間45分
が復活 し,1895年のベル リンの部 門 ・工場 では8時 間半割 が維持 されてい る。
と もあれ しか し.,表1によれば,1900年以降1902/03年頃までの所 定労働時間は,
工場 の場合8時 間半 以下 を支配 的 としっっ,8時 間45分か ら8時 間 までの分布
とな ってい る。1900年の ジーメンス兄弟会社 の9時 間半や現場組立部 門の最低
10時間は なおか な り長いが,こ れは少数派 である。8時 間労働 日を頂 点 とした
16(280)第146巻 第3・4号
所定労働時間の短縮 という経営政策の方向は,こ こに定着 しつつあった といえ
よう。またこの所定労働時間のバ ラツキは,基 本的には部門 ・工場毎の製品や
作業機構上の相違や景気の違いに規定 されて,各 工場の労働時間 「最適限」が
相違 したために他ならない。先端部門の機械加工部門や女子部門では,独 占形
成過程の最終局面に進められた固定資本投資の拡大による労働生産性と労働強
度の増大への対応として 「最適限」の8時 間労働 日が維持された。他方,現 場
組立部門では,機 械装備率の低さと労働者の熟練の維持という状況の もとで,
長所定労働時間の維持が能率増進にとって目的合理的であった。この両極を挾




デー期の時短の要求 ・運動は90年代初頭以後 も同社の労働時間政策をそのつ ど
規制 したとみられる45)。ただし,この時期には70年代初頭および90年代初頭に
匹敵する規模の時短 をめ ぐる集中的な労働者運動は一 この時期末 に始 ま り





5月11日には鉛含有材料を扱 う蓄電池工場での,a女 子労働者,若 年労働者の
従業禁止,bそ の他就業者の労働時間を,少な くとも休憩1時 間半の中断を伴
う上限8時 間か休憩なしの連続6時 間を上限とするとの内容をもつ労働者保護
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追 加 的 制 約 要 因 と な っ た こ とは 疑 い な い 。
S&H社 職 員 の7時 間 勤 務 制 は,1901年7月 以 降(後 述 す る 「イ ギ リ ス 式 食
卓 時 間 」 制 の 〉 全 工 場 ・部 門 の 事 務 所 に 統 一 実 施 さ れ,翌1902年5月1日 以 降
に は,や は り一 律 に 土 曜 日 の み 平 日 よ り1時 間 繰 り上 げ た.16時終 業 制 が 定 め ら
れ て い る らη。 職 員 の 労 働 時 間 の 統 一 は,勤 務 内 容 の 部 門 を 超 え た 相 対 的 類 似 性
を基 礎 と し て お り,ま た 土 曜 日 の 繰 り上 げ 終 業 は,勤 務 効 率 向 上 の ほ か,他 社
の よ り有 利 な 勤 務 時 間 情 報 に 接 し た メ ー デ ー 期 の 同 社 職 員 層 の 動 揺 を 抑 制 し よ
う と し た もの と み て よ い 捌 、 と も あ れ,職 員 の 場 合 も19世 紀 末 に お け る 労 働 時
間 短 縮 へ の 総 体 的 傾 向 は 動 か し が た い¥¥?A?ﾌ?ﾆ?ﾈ?ﾁ?ﾄ?｢?ｽ?
Bv,? ｳて,? ﾈ?繧ﾌS&H? ﾐ?ﾌ?樺 陂 J?ｭ?條 ﾔは,? 薄 蝠 ﾊ?E?J?ｯ?ﾊ?ﾌ?ｷ?ﾉ?熏 S?
轤ｸ,? ｯ?ﾆ?ｼ?ﾐ? ﾜ?ﾟ て19?｢?I?麻h?C?c?ﾌ?ｽ?ﾏ?謔阮 w?ﾇ?墲 ﾉ?Z?ｩ?ﾁだ9)?
B?ｷ?ﾈ?墲ｿ,? ｯ?ﾐ?? ﾆ?黷ﾉ8? 條 ﾔ?ｼ?J?ｭ?﨎 ｧ?ｪ?ｱ?? ｳ?黷 ｽ?鮪?AEG(Allge
-meineElektricitAts・Gesellschaft)?ﾌ?u?? J?ｭ?條 ﾔ?vは10?條 ﾔ?ﾅ?｠り50),189
2?N?ｩら1900?N?遠 ｪ?ﾜ?ﾅ?ﾌ?V?? b?P?泣g社(EAGvorm.Schucker亡&Co,)?
ﾌ?u?樺 陂 J?ｭ?條 ﾔ?vは,? j?q?ｪ日10?條ﾔ,週60? 條ﾔ,? 落 qは94?N?ﾈ降,日9? 條ﾔ
,週53?條ﾔ30分1900? N?ﾈ?~日10?條ﾔ,週59? 條ﾔ15?ｪ?ﾅ?｠?ﾁた51)?B J?ｾ?I?H?齊
蛯 ﾆ?ｳ?黷 驛 {?d?Vュ(RobertBosch)?ﾌ?H?黷 ﾅも1894?N?ﾉ?ﾍ?ｶ?ﾟ て9? 條 ﾔ?J?ｭ?






ﾎ?ｷ?骰 H?齣､?ﾌ? 黷ｨ?ｻ?轤ｭ?ﾍ?E? w?ﾌ?v?]?ｽ?fし,?ｭ?ﾈ?ｭ?ﾆ?煦ﾓ?ｯ?ｵ?ｽ? 皷?嘯ﾍ,?h?B?b?
竝 s?ｪ?ﾍ?驍ｩ?ﾉ?ｭ?ﾈ?｢?ﾎ?ｱ?條ﾔ(日6.5?條ﾔ)?ﾅ?｠り,?y?j?冾ﾎ?ｼ?ﾌ?T?冾謔闡 ≠ｭ?I?ﾆ?ｵ?ﾄ?｢?驍ﾆ?
ﾌ?鮪 ﾀ? `?ｦ?ﾄ?｢?驕BSchreibenandieCAvom5.4.1902,SAA32/Lo597.?O出5月1?冾ﾌ?







また,1873年のS&H社 の9時 間労働 日は当時絶対 的例 外 であった とされ54),
80年代 の ドイツでは一般 に11時間労働 日が,F19世 紀末」(おそ ら く90年代末)
には10時間労働 日が 優 勢であ った襯 。 比較 的短 い 労 働時間の 機械工業 で も,
83年に工場監督官視 察ベル リン諸経営 におけ る労働者 の73%は10時間 超 であ
り,71%は10時間,22%弱 が8時 間半か ら9時 間半 であった5e)。S&H社の労
働 日が8時 間半ない し.8時間 となった80年代末一90年代初頭 に も1891-93年
の ドイ ツ各都市営業監督官報告 によれば,機 械製造経 営では少 な くと も10時間
が支配的であ った57)。ア ッペは1901年に ドイ ツの平均労働 時間 をユ0時間以上 と
し,9時 間～8時 間の労働者は帝 国全体 でユ5,000人に満 たない(8時 間は6,000
～8,000人)としてい る58)。1902年に 2ユのベル リン機械製造経 営では117E営が
す でに9時 間以下 とな っていたが.こ れは男子 よ り労働時間が一般 に短 い女子
労働者 を雇用す る経 営であ った5日)。職 員 の場 合 も,1903年にS&H社 では7時
間半労働 日であ ったの に対 して,1907年頃の ベル リン金属 ・電機工業(機 械 製






56)Deutsch皿ann,α.¢,0,,S,143.DeutscheGewetkve■eineの労 働 統 計 に よれ ば,諸 都 市 の機
械 ・金 属 労 働者(組 合 員)の 場 合,調 査 時 点 が エ881年不 況 期 で あ り,ま た 対 象 が 労 働 時 間 の相 対
的 に短 い熟 練 工 で あ っ た に も拘 らず,平 均 労 働 日は,概 ね10-13時間,最 短 で も10-12時間 で あ っ
た。Frankd,ω.α。0.,S.of.,66.
57)機 械 工業 全 体 の 労 働 日 は,1891-1914年に 殆 ど 変 化 し て い な い 。Deutschmann,a.β.0"S.
252.なお,同 じ ベ ル リン の ブ ライ ン ド工 場 主 フ レ ー ゼが1887年 の9時 間半 か ら ユ890年の9時.
間 を経 て1891/92年に は8時 間 に ま で 労 働 時 間 を短 縮 し,に も拘 らず 生 産 も(出 来 高 賃 銀労 働 者
の)賃 銀 も低 下 しな か った 事 実 は,8時 間 労 働 日導 入 の 一 先 駆 例 と して 知 られ てい る。Freese,
α,α.d,S.25-29.ともあれ,こ の例 や 他 の 工 業 ・工 場 の 例(Bernhard,R.0..α,S.8f.)と対
比 す れ ば,(フ レ ーゼ 工 場 の8時 間 労働 日へ の 移 行 はS&H社 よ り1年 早 い が)少 な くと も8時
間 労働 日導 入 前41s&H社 工 場 の 方 が時 短 の 点 で 形 式 的 には 先 ん じて い る。 ツ ァ イ ス 工 場 で す ら
1891-1900年は9時 間 労 働 日 で あ っ た。Abbe,4.α.0..5.207.
58)一 方,ア ゾ ミは,現 在 の イギ リス で は 平均9時 間 未満 で あ っ て,8時 間 労 働 制 が100万人 に近
く,ま た 数 年 中 に は労 働者 数 百万 人 が 長 くて8時 間 の労 働 時 間 とな ろ う,と して,そ れ が も た ら
す 両 囲民 経 済 間競 争 力 格 差 の,ド イ ツに と っ て の危 険性 を警 告 して い る。Ebd..S.204.235.
59)Deutsch皿ann,a.a.0りS.252.
19世紀末ドイツ電機工業における労働能率増進策(1)(283)ユ9
満 が11.6%,8時間 が61.7%,8時間超26.7%とい う状況 であ った巳。)。
だが,以 上 は直 ちに,S&H社 の労働条件 の相対的優位 を意 味 したわけでは
な く,な によ りも,電 機 大企 業 としての 同社 にお ける 作業機構 と管 理機 構の先
端的 な変革 に規定 されて,「 最適限」 産 出量 の確保 の意味 で労働時 間が労働 強





61)マ ル クス 『資 本 論 』 第4篇 第13章第3瓢 長 谷部 文 雄 訳.663-664ペー ジ。
